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※使用された紙パンツや紙パットはご自宅で使用されているものの同枚数返却でも構いません。

　　　　　デイサービスセンターひなた

○介護保険利用負担額　

【地域密着型通所介護：７時間以上８時間未満】

要介護度 自己負担１割 自己負担２割 自己負担３割

要支援２　(週２回利用)

　　月３回まで（５週４回まで）  ３８４円×回数×負担割合

　　月５回～８回の場合　  　　３９５円×回数×負担割合　

　　月４回まで　　　　　　　  ３８４円×回数×負担割合　

要支援1・２(週１回利用)回
数
払
い

要介護３ 1,028円 / 日 2,056円 / 日 3,084円 / 日

要介護４ 1,168円 / 日 2,336円 / 日 3,504円 / 日

750円 / 日 1,500円 / 日 2,250円 / 日

要介護２ 887円 / 日 1,774円 / 日 2,661円 / 日

要介護１

入浴介助加算 40円 / 回 80円 / 回 120円 / 回

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ 56円 / 日 112円 / 日 168円 / 日

要介護５ 1,380円 / 日 2,760円 / 日 4,140円 / 日

その他加算 自己負担１割 自己負担２割 自己負担３割

サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 18円 / 回 36円 / 回 54円 / 回

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 利用単位数×5.9%(円) 利用単位数×5.9％×2(円) 利用単位数×5.9％×3(円)

口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 20円 / 6月毎1回 40円 / 6月毎1回 60円 / 6月毎1回

若年性認知症受入加算（該当者のみ） 60円 / 日 120円 / 日 180円 / 日

介護職員等ベースアップ等支援加算 利用単位数×1.1%(円) 利用単位数×1.1％×2(円) 利用単位数×1.1％×3(円)

【第１号通所事業】
要介護度 自己負担１割 自己負担２割 自己負担３割

144円 / 月 216円 / 月

要支援１ 1,672円 / 月 3,344円 / 月 5,016円 / 月

要支援２ 3,428円 / 月 6,856円 / 月 10,284円 / 月

介護職員等ベースアップ等支援加算 利用単位数×1.1%(円) 利用単位数×1.1％×2(円) 利用単位数×1.1％×3(円)

○日常生活費

40円 / 6月毎1回 60円 / 6月毎1回

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 利用単位数×5.9%(円) 利用単位数×5.9％×2(円) 利用単位数×5.9％×3(円)

若年性認知症受入加算（該当者のみ） 240円 / 月 480円 / 月 720円 / 月

おやつ代 100円 / 回

※オムツ、紙パンツ：１枚１００円、尿取りパット：１枚５０円

※上記以外での日常生活上必要な費用は実費を頂いております。(具体例：レクリエーション材料費)

各費用 負担額

昼食代 500円 / 回

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 利用単位数×1.2%(円) 利用単位数×1.2％×2(円) 利用単位数×1.2％×3(円)

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 利用単位数×1.2%(円) 利用単位数×1.2％×2(円) 利用単位数×1.2％×3(円)

口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 20円 / 6月毎1回

要支援２サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 144円 / 月 288円 / 月 432円 / 月

運動器機能向上加算 225円 / 月 450円 / 月 675円 / 月

その他加算 自己負担１割 自己負担２割 自己負担３割

要支援１サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 72円 / 月
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対象者
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※ ※

※
機能訓練指導員が利用者の運動機能を把握し、介護職
員、生活相談員その他の職種の者が共同して運動器機
能向上計画を作成し、機能訓練を行います。

入浴介助加算

個別機能訓練加算(Ⅰ)イ

入浴介助を適切に行うことができる人員および設備を
有して、入浴介助を行います。

機能訓練指導員等が居宅訪問で生活状況を確認し、身
体や生活機能の向上を目的とする個別機能訓練計画を
作成し、個別に機能訓練を行います。

運動器機能向上加算

口腔・栄養スクリーニング加算

若年性認知症受入加算

利用開始時および利用中６月ごとに口腔の健康状態と
栄養状態の確認を行い、介護支援専門員へ情報提供い
たします。

介護職員処遇改善加算(Ⅰ)

介護職員等ベースアップ等支援加算

　　　　　デイサービスセンターひなた

介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)
介護職員等特定処遇改善計画に基づき、介護職員等の
処遇改善を行います。

介護職員のうち介護福祉士の割合を50%以上で配置
します。

介護職員処遇改善計画に基づき、介護職員の処遇改善
を行います。

介護職員等ベースアップ計画に基づき、介護職員等の
処遇改善を行います。

若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定め、利用
者に応じた適切なサービスを提供いたします。

加算名 加算要件

サービス提供体制強化加算(Ⅱ)


